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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

Ⅵ-2-2-6「制御室建物の耐震性についての計算書」の記載内容を補足するための資料を以

下に示す。 

 

 

 

別紙 1 応力解析における既工認と今回工認の解析モデル及び手法の比較 

別紙 2 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 

別紙 3 地震荷重の入力方法 

別紙 4 応力解析における断面の評価部位の選定 

別紙 5 地震応答解析による壁の塑性化に対する影響検討 

別紙 6 最大接地圧について 

別紙 7 基礎スラブの耐震性への水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響について 

別紙 8 側面地盤ばねを考慮した地震応答解析による設計用地震力への影響について 

別紙 8－1 側面地盤ばねの適用性について 

今回提出範囲： 
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別紙 1 応力解析における既工認と今回工認の 

解析モデル及び手法の比較  
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別紙 1-1 

1. 概要 

本資料は，制御室建物の基礎スラブの既工認時及び今回工認時の応力解析モデル及び手

法の比較を示すものである。 
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別紙 1-2 

2. 応力解析モデル及び手法の比較 

2.1 既工認時及び今回工認時の応力解析モデル及び手法の比較 

制御室建物の基礎スラブの応力解析モデル及び手法の比較を表 2－1に示す。 

比較に用いる既工認時の応力解析モデル及び手法は，昭和 46 年 3 月 20 日付け 45 公第

11110 号にて認可された工事計画の参考資料７「制御室建物に関する説明書」（以下「既

工認」という。）のものである。 
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別紙 1-3 

表 2－1(1) 応力解析モデル及び手法の比較（制御室建物の基礎スラブ） 

項目 内容 既工認 今回工認 備考 

解析手法 
公式による応力計算 3次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析

（弾塑性解析） 
① 

解析コード － ＡＢＡＱＵＳ ① 

モデル 

モデル化 

範囲 

・壁より45°の範囲をはりとしてモデル

化 

（基礎スラブモデル部分） 

・基礎スラブ全体 

（上部構造物モデル部分） 

・基礎スラブより立ち上がる剛性の高 

い一部壁 

② 

材料物性 － 

適用規準の見直しによる再設定 

・コンクリートのヤング係数： 

Ｅ＝2.20×104 N/mm2 

・コンクリートのポアソン比： 

ν＝0.2 

・鉄筋のヤング係数： 

Ｅ＝2.05×105 N/mm2 

③ 

要素種別 － 

（基礎スラブモデル部分） 

・積層シェル要素 

（上部構造物モデル部分） 

・積層シェル要素 

・はり要素 

② 

拘束条件 － 

・EL 1.6m～EL 8.8mの一部壁の剛性を積

層シェル要素で考慮 

・EL 8.8m～EL 22.05mの一部壁の剛性を

はり要素で考慮 

② 

境界条件 － 

・底面を弾性地盤ばねにより支持 

・底面の弾性地盤ばねは浮上りを考慮＊ 

・側面の水平及び回転ばねを考慮 

－ 

非線形 

特性 
－ 

（基礎スラブモデル部分） 

コンクリート 

・圧縮側のコンクリート構成則： 

CEB-FIP Model codeに基づき設定 

・ひび割れ発生後の引張軟化曲線： 

出雲ほか（1987）による式 

鉄筋の構成則 

・バイリニア型 

（上部構造物モデル部分） 

・考慮せず 

① 

地震荷重との組合せ 

Ｇ＋Ｐ＋Ｓ 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓ ：地震荷重 

Ｓｓ地震時：Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ：Ｓｓ地震荷重 

 

－ 

注記＊：鉛直ばねに付着力 0.4N/mm2を超える引張力が発生した際に浮上りを考慮する。（別

紙 2「応力解析におけるモデル化，境界条件および拘束条件の考え方」参照。） 

  

7



 

別紙 1-4 

表 2－1(2) 応力解析モデル及び手法の比較（制御室建物の基礎スラブ） 

項目 内容 既工認 今回工認 備考 

荷重の 

設定 

固定荷重 

及び 

積載荷重 

躯体自重，機器配管重量，上部構造物

からの荷重 
同左 － 

地震荷重 

上部構造物からの地震力（曲げモーメ

ント，鉛直力）を入力 

上部構造物からの地震力（水平力，曲げ

モーメント，鉛直力）及び基礎部の付加

地震力を入力 

－ 

評価方法 応力解析 

発生応力が許容応力度を超えないこと

を確認 

鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面

外せん断力が評価基準値を超えないこと

を確認 

 ④， 

⑤ 

解析モデル 

  

 
 
 
 
 
 

 
(a) 全体鳥瞰図 

 
 
 
 
 
 

 
(b) 基礎スラブ要素分割図 

 
注：黒太線は，はり要素を示す。 

 

② 

  

 

 

 PN
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別紙 1-5 

【具体的な反映事項】（表の備考欄に対応） 

① 既工認では公式による応力計算を実施しているが，今回工認では弾塑性解析を採用す

る。（詳細は「2.2.1 弾塑性解析の採用」に示す。） 

② 今回工認では剛性の高い一部壁を積層シェル要素及びはり要素でモデル化する。（詳細は

「2.2.2 一部壁の積層シェル要素でのモデル化」に示す。） 

③ コンクリートのヤング係数及びポアソン比については，「鉄筋コンクリート構造計算規

準・同解説－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，1999改定）」に基づく。 

④ 「発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，20

03）」に基づき評価する。 

⑤ 荷重の種類で区分した解析ステップごとに荷重を入力する一連の解析を実施し，最終的

な応力又はひずみにより評価を実施する。なお，解析ステップは地震荷重以外の荷重，

地震荷重の順である。 
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別紙 1-6 

2.2 今回工認モデルについて 

2.2.1 弾塑性解析の採用 

応力解析に弾塑性解析を採用することについては，基準地震動Ｓｓによる入力の

増大に伴い，制御室建物の鉄筋コンクリート構造全体としての挙動が塑性域に入る

と考えられるため，その塑性域の挙動を適切に評価するために採用するものである。 

また，準拠する規格・基準について，制御室建物の基礎スラブに要求される機能

は，基準地震動Ｓｓに対する間接支持構造物としての機能であり，許容限界として

は機能維持となる。一方，鉄筋コンクリート造構造物に関する規格である「発電用

原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）」

（以下「ＣＣＶ規格」という。）は，基準地震動Ｓｓに対して主要施設としての機能

確保が必要な施設に対する設計規格であるため，制御室建物の基礎スラブの弾塑性

解析は「ＣＣＶ規格」に基づき実施する。 

 

2.2.2 一部壁の積層シェル要素でのモデル化 

制御室建物の基礎スラブの応力解析モデルでは，壁の立体的な形状による剛性へ

の寄与を考慮することを目的として，耐震壁等の剛性の高い壁のうち，EL 1.6m～EL 

8.8mの壁を積層シェル要素でモデル化する。また，EL 8.8m～EL 22.05mの一部壁を

はり要素でモデル化する。 

応力解析モデルのモデル化方法を表 2－2 に，今回工認モデルの概念図を図 2－1

に示す。 

なお，今回工認モデルにおいて，EL 1.6m～EL 8.8mの一部壁は積層シェル要素で

モデル化しているが，弾性部材としてモデル化している。一方，Ⅵ-2-2-5「制御室

建物の地震応答計算書」に示すとおり，制御室建物の地震応答解析では弾塑性時刻

歴応答解析を実施しており，Ｓｓ地震時にせん断スケルトン曲線上の最大応答値が

第 1 折れ点を超え，塑性化する結果となっていることから，壁が塑性化することに

よる影響について確認する。確認結果については，別紙 5「地震応答解析による壁

の塑性化に対する影響検討」に示す。 

 

表 2－2 応力解析モデルのモデル化方法 

部位 
EL 

（m） 
今回工認モデル＊ 備考 

壁 
8.8～22.05 はり要素  

1.6～8.8 積層シェル要素  

注記＊：壁は弾性部材としてモデル化。  
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別紙 1-7 

 

 

注：右図の黒太線は，はり要素を示す。 

図 2－1 今回工認モデルの概念図 
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別紙 1-8 

今回工認モデルでは EL 1.6m～EL 8.8mの一部壁を積層シェル要素でモデル化して

いることから，基礎スラブに対する面外剛性に加えて，壁の面外剛性，面内剛性も

考慮される。これらの壁が全体として基礎スラブへの拘束部材となり，より実状に

近い構造挙動となる。例えば，地震荷重時に基礎スラブが面外に変形しながら浮上

りを生ずる挙動に対して，地震方向と直交方向の壁が一体性を保持しつつ，立体的

に抵抗することとなる。また，今回工認モデルでは壁の積層シェル要素を基礎スラ

ブ上端より立ち上げるため，基礎スラブ中心（モデル化位置）からの偏心距離が考

慮される。 

ただし，実機では上部構造物全体の壁及びスラブが一体となって拘束効果を発揮

するのに対し，今回工認モデルでは EL 1.6m～EL 8.8mの一部壁のみを積層シェル要

素でモデル化することから，拘束効果は実機より小さく保守的である。 

なお，耐震壁の地震力算定に用いる地震応答解析では基礎スラブを剛体として扱

っているため，基礎スラブの柔性等の実際の柔らかさを考慮する場合に対し基本的

に耐震壁が負担する地震力を保守的に評価している。 

上部構造物のモデル化における解析上の影響を表 2－3に示す。 
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別紙 1-9 

表 2－3 上部構造物のモデル化における解析上の影響 
項目 今回工認モデル 実機の状態（想定される実現象） 

上
部
構
造
物
の
剛
性 

影響範囲 

（モデル化範囲） 

・EL 1.6m～EL 8.8m までの耐震壁等の剛性の高い壁 ・建物全体の壁及びスラブが抵抗要素とな

る 

  

要素種別 

・EL 1.6m～EL 8.8m までの一部壁を積層シェル要素でモデル

化 

・EL 8.8m～EL 22.05m までの一部壁を等価な剛性を考慮した

はり要素でモデル化 

－ 

剛性評価 

・EL 1.6m～EL 8.8m までは中立軸に対する一部壁の曲げ剛性

を考慮しており，実機の状態に近いモデルとなっている。床

スラブはモデル化しておらず，その拘束は考慮していないこ

とから，拘束効果は実機より弱い。 

・壁の曲げ剛性は基礎スラブ中心からの偏心が考慮されてお

り，実機により近いモデルとなっている。 

・スラブの拘束等により，およそ層毎に中

立軸に対する曲げ剛性が働くと考えら

れ，建物上部躯体全体として拘束効果を

発揮する。 

基礎スラブの評価に 

おけるモデル化の 

特徴及び保守性 

今回工認モデルは床スラブはモデル化していないため，これら

の床スラブを含めた建物上部躯体全体としての拘束効果は考慮

されていない。 

このようなモデル化により，基礎スラブの評価において実挙動

に対して保守的なモデルとなっている。 

－ 
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別紙 2-1 

1. 概要 

本資料は，制御室建物の基礎スラブの応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条

件についての概要を示すものである。 
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2. 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件 

制御室建物の基礎スラブの応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件を表 2－1

に示す。 

 

直接基礎の底面及び側面の地盤ばねの設定における基本的な考え方は，以下のとおり。

なお，地震時の評価を行うことから，各荷重に共通で動的な地盤物性に基づく地盤ばねを

用いる。 

(1) 底面地盤ばね 

・水平ばね 

振動アドミッタンス理論に基づく水平ばねより算出する。 

 

・鉛直ばね 

基礎浮上りを考慮し，回転ばね反力として生じる転倒モーメントを適切に評価する

ため，振動アドミッタンス理論に基づく回転ばねより算出する。 

なお，建物基礎底面と地盤の間の付着力 0.40N/mm2を超える引張力が発生したときに

浮上りを考慮する。 

 

(2) 側面地盤ばね 

・水平ばね 

基礎スラブの埋込み部分については，基礎スラブの側面が側面地盤（ＭＭＲ＊1 含む）

又は隣接建物基礎スラブと接する。地震応答解析モデルでは，保守的な評価となるよ

うに側面地盤による拘束効果を考慮していないが，応力解析においては地震時の基礎

スラブの水平方向の拘束効果として側面水平ばねを考慮する。ばね値はＮｏｖａｋの

手法に基づく水平ばねにより算出する。 

 

・鉛直ばね 

基礎スラブの埋込み部分については，基礎スラブの側面が側面地盤（ＭＭＲ含む）

又は隣接建物基礎スラブと接する。地震応答解析モデルでは，保守的な評価となるよ

うに側面地盤による拘束効果を考慮していないが，応力解析においては地震時の基礎

スラブの回転に対する拘束効果として側面回転ばねを考慮する。ばね値はＮｏｖａｋ

の手法に基づく回転ばねにより算出する。 

 

有限要素法を用いた解析モデルにおける要素分割の考え方＊2 については，以下のとおり。 

・はり要素 

はり要素の場合は，曲げの変位関数が 3 次で精度が高いため，基本的に要素分割の

細分化は不要であるが，部材の接合点間で変位情報出力や荷重入力がある場合には複

数要素に細分し，曲線部材がある場合は，その曲線が直線近似できる程度の分割にす

ることが一般的である。また，分布荷重がある場合や分布質量が関係する自重荷重な

どの計算では，要素分割することにより質量分布がより正確になり，解析結果の精度
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が向上する。さらに，要素分割の細分化により，変形図やモード図で構造物の変形状

態を容易に把握することが可能となる。 

 

・シェル要素 

要素分割は，基本的には発生する応力状態によって決まり，構造形状と荷重条件よ

り要素分割数を考慮する。要素形状の縦横比（アスペクト比）は，重要部分で 1：2 以

下，その他の領域や応力変化が少ない領域では，1：3 程度までで，分割に際しては 4

角形要素を利用して格子状とするのが一般的である。曲面板構造の場合は，平板要素

や軸対称シェル要素の大きさは，集中荷重や不連続部を含む曲面部近傍では2.5√R/tを

10～20 分割すると適切な応力分布が求められ，構造物の半径（R）と板厚（t）が考慮

されている。また，面内曲げ・軸力及び面外のせん断や曲げを受ける部材のシェル要

素の辺の長さは，シェルの広がり方向の応力分布の状態から決まり，応力変化が大き

い領域は要素を小さくする必要がある。 

 

注記＊1：マンメイドロック（人工岩盤）の略称 

＊2：構造解析のための有限要素法実践ハンドブック（非線形 CAE協会，2006年） 
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別紙 2-4 

表 2－1(1) モデル化，境界条件及び拘束条件 

モデル概要 

〇モデル化範囲 

・評価対象である基礎スラブ全体をモデル化する。 

・上部構造物については，基礎スラブより立ち上がる剛性の高い一部壁の剛性を拘束条

件として考慮する。 

 

 
 

 

 

 

モデル化範囲 

 

 

  

 
PN

0.5 9.0 9.0 9.0 9.0

37.0

C5 C3 C2C4 C1

0.5

EL  1.6

EL  5.3

EL  8.8

EL 12.8

EL 16.9

EL  0.1

EL 22.05

2
1.

9
5

BB

(単位:m)

制御室建物基礎スラブ

評価対象のモデル化範囲 

1

1

1

1

1 

：はり要素でのモデル化範囲 

（拘束条件として考慮） 

：積層シェル要素でのモデル化範囲 

（拘束条件として考慮） 
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別紙 2-5 

表 2－1(2) モデル化，境界条件及び拘束条件 

モデル概要 

〇使用要素 

・積層シェル要素 

・はり要素 

 

〇要素分割 

・要素の一辺の長さを 1.0m程度とし，壁の配置を考慮して分割する。 

 

 

全体鳥瞰図 

 

注 1：黒太線は，はり要素を示す。 

注 2：EL 0.85m～EL 1.6mは剛体要素でモデル化。 

モデル概要 

 

 

  

Ｙ 

Ｘ 

EL 8.8m  

EL 1.6m  

EL 0.85m  

はり要素 

（壁） 

積層シェル要素 

（壁） 

積層シェル要素 
（基礎スラブ） 
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別紙 2-6 

表 2－1(3) モデル化，境界条件及び拘束条件 

境界条件 

基礎スラブと地盤の境界 

・基礎スラブと底面地盤との間に付着力

0.40N/mm2 を考慮した底面地盤を表現す

るギャップ要素を設け，基礎スラブと底

面地盤との間の剝離（基礎スラブの浮上

り）を考慮している。 

 

 

モデル概要 

〇ギャップ要素 

鉛直ばねに付着力 0.40N/mm2を超える引張力が発生した際に，水平剛性及び鉛直剛性をゼ

ロとし，浮上りを考慮する。 

      

注：鉛直ばねに付着力 0.40N/mm2を超える引張力が発生した場合には，水平剛性もゼロとする。 

(a) 水平剛性             (b) 鉛直剛性 

ギャップ要素の概念図 

 

 

  

鉛直剛性 

鉛直ばね応力 

O 

引張 

圧縮 

変位 

付着力 
(0.40N/mm2) 

変位 

水平ばね応力 

O 

水平剛性 

ギャップ要素 
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別紙 2-7 

表 2－1(4) モデル化，境界条件及び拘束条件 

境界条件 

基礎スラブと地盤の境界 

Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」における地震応答解析モデルでは保守的に側

面地盤ばねは考慮しないが，基礎スラブの応力解析モデルにおいては，基礎スラブ側面が

側面地盤（ＭＭＲ含む）又は隣接建物基礎スラブと接することを踏まえ，水平及び鉛直方

向に対する拘束効果として側面地盤ばね（水平及び回転）を考慮する。地震応答解析モデ

ルに対して側面地盤ばねを考慮しないことの保守性については，別紙 8「側面地盤ばねを考

慮した地震応答解析による設計用地震力への影響について」に示す。 

〇底面地盤ばね 

水平剛性及び鉛直剛性は以下のとおり設定する。 

・水平剛性：振動アドミッタンス理論による水平ばねＫＨを節点支配面積Ａｉで離散化。 

ＫＨｉ＝（ＫＨ ＮＳ／Ａ＋ＫＨ ＥＷ／Ａ）／2×Ａｉ 

Ａ：基礎スラブの底面積 

・鉛直剛性：転倒モーメントが支配的となるため振動アドミッタンス理論による回転ば

ねＫＲを節点支配面積Ａｉで離散化。 

ＫＶｉ＝（ＫＲ ＮＳ／ＩＮＳ＋ＫＲ ＥＷ／ＩＥＷ）／2×Ａｉ 

Ｉ：基礎スラブの断面二次モーメント 

 

底面地盤ばね 

○側面地盤ばね 

水平剛性及び鉛直剛性は以下のとおり設定する。 

・水平剛性：Ｎｏｖａｋの手法に基づく側面水平地盤ばね定数ｓＫｓを節点支配長さＬｉ

で離散化。 

ｓｋｓｉ＝（ｓＫｓ／(2×ＬＮＳ＋2×ＬＥＷ)）×Ｌｉ 

ＬＮＳ:基礎スラブ辺長（ＮＳ方向），ＬＥＷ:基礎スラブ辺長（ＥＷ方向） 

・鉛直剛性：Ｎｏｖａｋの手法に基づく側面回転地盤ばね定数ｓＫｒを節点支配長さＬｉ

で離散化。 

ｓｋｖｉ＝（ｓＫｒ／Ｉ'ＮＳ＋ｓＫｒ／Ｉ'ＥＷ）／2×Ｌｉ 

Ｉ'ＮＳ（ＥＷ）＝ＬＥＷ（ＮＳ）×ＬＮＳ（ＥＷ）
2／2＋ＬＮＳ（ＥＷ）

3／6 

 

側面地盤ばね 

基礎スラブ底面全体で 

離散化 

基礎スラブ外周で 

離散化 

22



 

別紙 2-8 

表 2－1(5) モデル化，境界条件及び拘束条件 

拘束条件 

上部構造物と基礎スラブの境界 

・基礎スラブと上部構造物の境界部においては，上部構造物の剛性を考慮することで，基

礎スラブの応力・変形状態を評価する。 

・上部構造物の剛性は以下のとおり考慮する。なお，上部構造物は弾性要素としている。 

(1) EL 1.6m～EL 8.8mの一部壁の剛性を積層シェル要素として考慮する。 

(2) EL 8.8m～EL 22.05mの一部壁の剛性をはり要素として考慮する。 

 

はり要素の剛性（断面性能） 

・曲げ剛性（断面二次モーメント） 

Ｉ＝t・ｈ3／12＋ｔ・ｈ・ｙ2 

・せん断剛性（せん断断面積） 

ＡＳ＝ｔ・ｈ 

 

ｔ：壁の厚さ＊ 

ｈ：モデル化する壁の高さ＊ 

ｙ：基礎スラブ中心から壁のモデル

化位置までの距離＊ 

注記＊：下図参照。 

 

ｈ
 

ｙ
 

 

はり要素の評価部分 

ｔ 

▽はり要素のモデル化位置 

▽基礎スラブ中心 
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別紙 3 地震荷重の入力方法 
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別紙 3-1 

1. 概要 

本資料は，制御室建物の基礎スラブに作用する地震荷重の入力方法について示すもので

ある。 

  

26



 

別紙 3-2 

2. 地震荷重の入力方法 

制御室建物の基礎スラブの応力解析に当たって，ＦＥＭモデルに入力する地震荷重とし

て，水平地震力及び鉛直地震力を考慮する。 

地震荷重の入力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析結果を考慮し，ＦＥＭモデル

に入力する水平力，曲げモーメント及び鉛直力が，各質点位置で地震応答解析結果と等価

になるように設定する。 

具体的には，水平地震力については，地震応答解析により求まる最大応答せん断力に基

づく水平力をＦＥＭモデルに入力する。上部構造物から作用する基礎スラブへの地震時反

力については，ＦＥＭモデルにおける上部構造物脚部に対応する基礎スラブの各節点に，

節点の支配面積に応じて分配し，節点荷重として入力する。基礎スラブモデル部分につい

ては，地震応答解析より求まる基礎スラブ底面地盤ばねの最大水平力から，上部構造物か

ら作用する水平力を差し引いた値と等価になる荷重（以下「付加せん断力」という。）をＦ

ＥＭモデルの基礎スラブの各節点に，節点の支配面積に応じて分配し，節点荷重として入

力する。 

また，地震応答解析により求まる最大応答曲げモーメントをＦＥＭモデルに入力する。

上部構造物から作用する基礎スラブへの地震時反力は，偶力に置換して水平力の入力位置

に節点荷重として入力する。基礎スラブモデル部分については，地震応答解析より求まる

基礎スラブ底面地盤ばねの最大曲げモーメントから，上部構造物から作用する曲げモーメ

ントを差し引いた値と等価になる荷重（以下「付加曲げモーメント」という。）をＦＥＭモ

デルの基礎スラブの各節点に，節点の支配面積と中心位置からの距離に応じて偶力に置換

して分配し，節点荷重として入力する。 

なお，水平地震力及び曲げモーメントについては，耐震壁の位置に対応する節点に入力

する。また，曲げモーメントの偶力への置換については，平面保持を仮定している。 

鉛直地震力については，地震応答解析により求まる基礎スラブ直上の部材の軸力から算

出した軸力係数に基づく鉛直力をＦＥＭモデルに入力する。上部構造物から作用する基礎

スラブへの地震時反力については，ＦＥＭモデルにおける上部構造物脚部位置に対応する

基礎スラブの各節点の支配面積に応じて上部構造物の重量を分配した支配重量に軸力係数

を乗じた節点荷重として入力する。基礎スラブモデル部分については，地震応答解析より

求まる基礎スラブ底面地盤ばねの鉛直力から上部構造物から作用する鉛直力を差し引いた

値と等価になる荷重（以下「付加軸力」という。）を基礎スラブの質点重量で除して付加軸

力係数を算出する。そして，ＦＥＭモデルの基礎スラブの各節点の支配重量に付加軸力係

数を乗じた節点荷重及び面荷重として入力する。 

ＦＥＭモデルに入力する地震荷重の概念図を図 2－1 に示す。また，ＦＥＭモデルに入力

する地震荷重を図 2－2に示す。  
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別紙 3-3 

 

(a) 水平地震力 

 

 

(b) 曲げモーメント 

 

 

(c) 鉛直地震力 

 

図 2－1 ＦＥＭモデルに入力する地震荷重の概念図 

 

  

■基礎スラブモデル部分に作用させる付加せん断力Ｐ
Ｂ
の算出 

 

Ｐ
Ｂ
＝Ｑ

Ｒ
－Ｑ

Ｓ 

 

Ｐ
Ｂ
：ＦＥＭに入力する付加せん断力 

Ｑ
Ｒ
：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる水平力 

Ｑ
Ｓ
：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに作用

するせん断力 

Ｐ
Ｂ
 

Ｑ
Ｓ
 

Ｑ
Ｒ
 

■基礎スラブモデル部分に作用させる付加曲げモーメントＭ
Ｂ
の算出 

 

Ｍ
Ｂ
＝Ｍ

Ｒ
－Ｍ

Ｓ 

 

Ｍ
Ｂ
：ＦＥＭに入力する付加曲げモーメント 

Ｍ
Ｒ
：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる曲げモーメント 

Ｍ
Ｓ
：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに作用

する曲げモーメント 

Ｍ
Ｓ
 

Ｍ
Ｂ
 

Ｍ
Ｒ
 

■基礎スラブモデル部分に作用させる付加軸力Ｎ
Ｂ
の算出 

 

Ｎ
Ｂ
＝Ｎ

Ｒ
－Ｎ

Ｓ 

 

Ｎ
Ｂ
：ＦＥＭに入力する付加軸力 

Ｎ
Ｒ
：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる鉛直力 

Ｎ
Ｓ
：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに作用

する鉛直力 

Ｎ
Ｓ
 

Ｎ
Ｂ
 

Ｎ
Ｒ
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別紙 3-4 

 
(a) 水平力（ＮＳ方向） 

 

 
(b) 水平力（ＥＷ方向） 

 

図 2－2(1) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 

PN 
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別紙 3-5 

 

(c) 曲げモーメント（ＮＳ方向） 

 

 

(d) 曲げモーメント（ＥＷ方向） 

 

図 2－2(2) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 

PN 
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別紙 3-6 

 

(e) 鉛直力 

 

図 2－2(3) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

PN 
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別紙 3-7 

 

(f) 付加せん断力（ＮＳ方向） 

 

 

(g) 付加せん断力（ＥＷ方向） 

 

図 2－2(4) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 

PN 
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別紙 3-8 

 

(h) 付加曲げモーメント（ＮＳ方向） 

 

 

(i) 付加曲げモーメント（ＥＷ方向） 

 

図 2－2(5) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

  

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 

PN 
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別紙 3-9 

 

(j) 付加軸力 

 

図 2－2(6) ＦＥＭモデルに入力する地震荷重 

 

地震荷重加力方向 

PN 
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別紙 4 応力解析における断面の評価部位の選定 
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別紙 4-1 

1. 概要 

本資料は，制御室建物の基礎スラブの応力解析における断面の評価部位の選定について

示すものである。 

  

37



 

別紙 4-2 

2. 断面の評価部位の選定 

制御室建物の基礎スラブの荷重の組合せケースを表 2－1 に，配筋領域図を図 2－1 に，

配筋一覧を表 2－2に示す。 

各評価項目の検定値一覧を表 2－3 に，断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の

評価結果を図 2－2 に，断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター

図を図 2－3に示す。 

今回工認では，基準地震動Ｓｓによる入力の増大に伴い，制御室建物の鉄筋コンクリー

ト構造全体としての挙動が塑性域に入ると考えられるため，その塑性域の挙動を適切に評

価するために制御室建物の基礎スラブの応力解析に弾塑性解析を採用している。制御室建

物は基礎スラブ厚が 1.5m と比較的薄いが，図 2－3 に示すとおり，基礎スラブに特異な応

力分布は生じていないこと及びコンクリート，鉄筋が強非線形領域に至っていないことか

ら，弾塑性解析を採用することは妥当であると考える。 
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別紙 4-3 

表 2－1 荷重の組合せケース 

外力の状態 ケース No. 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 

1 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 

2 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＤＵ 

3 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＵＤ 

4 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＤＵ 

5 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

6 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

7 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

8 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

9 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 

10 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＤＵ 

11 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＵＤ 

12 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＤＵ 

13 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 

14 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＤＵ 

15 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

16 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＤＵ 

  

39



 

別紙 4-4 

PN

18.5 18.5

37.0

C5 C3 C1

CA
CC

CE

1
0.
5

1
1.

5

 
2
2.
0

(単位:m)

AB

D

E

B A

C

E

B

FF

A

C

B

DC

CD C CD D D

 

図 2－1 配筋領域図 

 

表 2－2 配筋一覧 

領域 
上ば筋 下ば筋 

方向 配筋 方向 配筋 

Ａ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@300 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@300 

Ｂ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@300 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 

Ｃ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@300 

Ｄ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 

Ｅ 
ＮＳ D25＋D32@150(交互) ＮＳ D32@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 

Ｆ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D32@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 
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別紙 4-5 

表 2－3 各評価項目の検定値一覧 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
検定値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ ＮＳ 134 3 0.05 

鉄筋圧縮ひずみ ＮＳ 586 5 0.03 

面外せん断力 面外せん断力 ＥＷ 469 1 0.64 

注：    は，検定値が最大となる要素を示す。 
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別紙 4-6 

 

注：    は，検定値が最大となる要素を示す。 

 

図 2－2 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

  

 PN

要素番号：134 
コンクリート圧縮ひずみ 
ケース：3 
検定値：0.05 

要素番号：469 
面外せん断力 
ケース：1 
検定値：0.64 

要素番号：586 
鉄筋引張ひずみ 
ケース：5 
検定値：0.03 
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別紙 4-7 

 

 

 

 

面外せん断力（ＥＷ方向，ケース 1） 

 

図 2－3 断面の評価部分の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

 

(kN/m) 

PN 
要素番号：469 
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別紙 7 基礎スラブの耐震性への水平 2方向及び 

鉛直方向地震力の組合せの影響について 
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別紙 7-1 

1. 概要 

制御室建物の基礎スラブは，矩形であり直交する水平 2 方向の荷重が隅部に応力集中す

る可能性がある。また，Ⅵ-2-2-6「制御室建物の耐震性についての計算書」（以下「耐震計

算書」という。）における基礎スラブの応力解析においては，基礎スラブ底面の地盤ばねに

ついて，建物基礎底面と地盤の間の付着力 0.40N/mm2を超える引張力が発生したときに浮上

りを考慮することとしており，直交する水平 2 方向の荷重による基礎浮上りにより応力分

布に影響を及ぼす可能性がある。以上のことから，本資料では，Ｓｓ地震時を対象として

水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる耐震性への影響を検討する。 

制御室建物の概略平面図及び概略断面図を図 1－1及び図 1－2に示す。 
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別紙 7-2 
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図 1－1 制御室建物の概略平面図（EL 1.6m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 1－2(1) 制御室建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 1－2(2) 制御室建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ断面，ＥＷ方向） 
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別紙 7-4 

2. 検討方針 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価として，制御室建物の基礎スラブに

ついて評価を行う。 

評価に当たっては，Ｓｓ地震時に対して，3 次元ＦＥＭモデルの応力解析結果を用いた

断面の評価について，許容値を超えないことを確認する。 

解析モデルの詳細及び許容値については，耐震計算書に示すものと同一である。 

 

3. 荷重及び荷重の組合せ 

荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。また，荷重の組

合せを表 3－1 に示す。荷重の詳細は，耐震計算書に示す固定荷重（Ｇ），積載荷重（Ｐ）

及び地震荷重（Ｓｓ）と同一である。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ ：地震荷重 

 

4. 使用材料の許容限界 

コンクリート及び鉄筋の許容限界は，耐震計算書の「4.3 許容限界」に示す内容と同一

である。 
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別紙 7-5 

5. 応力解析 

解析モデル図を図 5－1 に示す。解析モデルの詳細は，耐震計算書の「4.4 解析モデル

及び諸元」に示す内容と同一である。 

Ｓｓ地震時の応力は，耐震計算書の「4.5.1 応力解析方法」に示す，次の荷重ケースに

よる応力を組み合わせて求める。 

 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＮＳ ：Ｎ→Ｓ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＥＷ ：Ｅ→Ｗ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＤＵ ：鉛直方向（上向き） Ｓｓ地震荷重 

 

水平地震力と鉛直地震力による応力の組合せは，米国 Regulatory Guide 1.92 の「2．

Combining Effects Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考に，

組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）に基づいて評価する。荷重の組合せケースを表 5－1 に示

す。 
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別紙 7-6 

 
(a) 全体鳥瞰図 

 

 

(b) 基礎スラブ要素分割図 

 

図 5－1 解析モデル 

  

Ｙ 

Ｘ 

EL 8.8m  

EL 1.6m  

 PN

Ｙ 

Ｘ 

51



 

別紙 7-7 

表 5－1 荷重の組合せケース 

外力の状態 ケース No. 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 

2-1 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-2 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

2-3 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-4 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

2-5 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-6 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

2-7 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-8 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

2-9 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-10 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

2-11 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-12 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

2-13 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-14 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

2-15 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-16 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

2-17 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 

2-18 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＤＵ 

2-19 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

2-20 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＤＵ 

2-21 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 

2-22 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＤＵ 

2-23 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

2-24 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＤＵ 
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6. 評価方法 

基礎スラブの断面の評価は，耐震計算書の「4.5.2 断面の評価方法」に示す方法と同一

である。 

 

7. 評価結果 

断面の評価結果を以下に示す。また，3 次元ＦＥＭモデルの配筋領域図を図 7－1 に，配

筋一覧を表 7－1 に示す。断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントによ

る鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断力に対する評価において，発生値に対

する許容値の割合が最小となる要素とする。 

選定した要素の位置を図 7－2 に，評価結果を表 7－2 に示す。また，接地率が最小とな

るケースの基礎スラブの地反力分布及び接地率について，水平 1 方向及び鉛直方向地震力

の組合せの場合とともに図 7－3に示す。 

Ｓｓ地震時における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せにおいて，軸力及び曲げモ

ーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断応力度が，各許容値を超

えないことを確認した。 
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図 7－1 配筋領域図 

 

表 7－1 配筋一覧 

領域 
上ば筋 下ば筋 

方向 配筋 方向 配筋 

Ａ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@300 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@300 

Ｂ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@300 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 

Ｃ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@300 

Ｄ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 

Ｅ 
ＮＳ D25＋D32@150(交互) ＮＳ D32@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 

Ｆ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D32@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 
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別紙 7-10 

 

図 7－2 選定した要素の位置（Ｓｓ地震時） 
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別紙 7-11 

表 7－2 評価結果 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ 

（×10-3） 
ＮＳ 157 2-7 0.159 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
ＮＳ 606 2-11 0.196 5.00 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＥＷ 131 2-5 1.80 2.50 
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接地率：75.2％ 

(a) 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せ（ケース：2-2） 

 

 

接地率：72.1％ 

(b) 水平1方向及び鉛直方向地震力の組合せ（ケース：2） 

注1：接地率は，基礎スラブと底面地盤が剥離していないギャップ要素の支配面積を基礎底

面全体の面積で除して算定した値。 

注2：コンター図は，各要素を構成する節点における地盤ばね反力の平均値を要素面積で除

して算定した接地圧を示す。 

図7－3 接地圧分布及び接地率 
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別紙 7-13 

8. まとめ 

制御室建物の基礎スラブについて，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対して，3

次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析を実施した。 

検討の結果，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外

せん断応力度が，各許容値を超えないことを確認した。 

以上のことから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，制御室建物の基礎ス

ラブが有する耐震性への影響はないことを確認した。 
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別紙 8 側面地盤ばねを考慮した地震応答解析による 

設計用地震力への影響について 
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別紙 8-1 

1. 概要 

Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」（以下「地震応答計算書」という。）では，基

礎スラブ側面の地盤ばね（水平及び回転）は考慮しない地震応答解析モデル（以下「今回

工認モデル」という。）を採用して地震応答解析を行っている。 

一方，制御室建物の基礎スラブの応力解析においては，Ⅵ-2-2-6「制御室建物の耐震性

についての計算書」（以下「耐震計算書」という。）に示すとおり，基礎スラブをモデル化

したシェル要素の建物外周にあたる周囲部分に，基礎側面地盤の拘束効果を考慮している。

この拘束効果は，基礎スラブ側面に接する側面地盤（ＭＭＲ＊含む）又は隣接建物基礎ス

ラブを考慮して設定しているばねであり，Ｎｏｖａｋの手法により評価した水平及び回転

ばねを等価な水平方向及び鉛直方向ばねに置換したものである。 

本資料では，基礎スラブ側面の地盤ばねを考慮した地震応答解析モデル（以下「側面地

盤ばね考慮モデル」という。）による地震応答解析を行い，今回工認モデルに基づく最大応

答値と比較することで，地震応答解析に基礎スラブ側面の地盤ばねを考慮しないことが保

守的な評価となることを確認するものである。 

 

注記＊：マンメイドロック（人工岩盤）の略称 
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別紙 8-2 

2. 検討に用いる地震波及び地震応答解析モデル 

側面地盤ばねを設定した検討は，基準地震動Ｓｓのうち位相特性の偏りがなく，全周期

帯において安定した応答を生じさせる基準地震動Ｓｓ－Ｄに対して実施することとし，Ｎ

Ｓ方向及びＥＷ方向モデルに対して実施する。 

側面地盤ばねの算定に用いる解析用物性値は，制御室建物の基礎スラブに接する隣接建

物基礎スラブのコンクリートの物性値とし，保守的にコンクリート強度が小さい１号機建

物のコンクリートの設計基準強度に基づき設定する。また，側面地盤ばね以外の地震応答

解析モデルの諸元は今回工認モデル（基本ケース）と同一とする。 

側面地盤ばねを含む地盤ばね定数と減衰係数の算定結果を表 2－1 に，側面地盤ばね考慮

モデルを図 2－1に示す。 
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別紙 8-3 

表2－1 地盤ばね定数と減衰係数（水平方向） 

(a) ＮＳ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

質点 

番号 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 6 5.10×108（kN/m） 2.84×106（kN・s/m） 

K2 底面・回転 6 7.45×1010（kN・m/rad） 2.15×107（kN・m・s/rad） 

K3 側面・水平 5 2.04×107（kN/m） 4.97×105（kN・s/m） 

K4 側面・回転 5 4.79×109（kN・m/rad） 1.82×107（kN・m・s/rad） 

K5 側面・水平 6 2.40×107（kN/m） 5.83×105（kN・s/m） 

K6 側面・回転 6 5.61×109（kN・m/rad） 2.14×107（kN・m・s/rad） 

 

(b) ＥＷ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

質点 

番号 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 6 4.86×108（kN/m） 2.58×106（kN・s/m） 

K2 底面・回転 6 1.57×1011（kN・m/rad） 1.20×108（kN・m・s/rad） 

K3 側面・水平 5 2.04×107（kN/m） 4.77×105（kN・s/m） 

K4 側面・回転 5 4.79×109（kN・m/rad） 2.07×107（kN・m・s/rad） 

K5 側面・水平 6 2.40×107（kN/m） 5.59×105（kN・s/m） 

K6 側面・回転 6 5.61×109（kN・m/rad） 2.43×107（kN・m・s/rad） 
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別紙 8-4 

PN
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3

質点番号質点重量(kN)

せん断断面積（m2)
断面二次モーメント（×103m4）
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4 7

2
2.

0
m

37.0m

EL 22.05

(m)

EL 16.9

EL 12.8

EL  8.8

EL  1.6

EL  0.1

27540

19420

14370

16750

29060

24900

19.7
2.8

26.3
3.1

28.1
3.4

25.5
0.9

814.0
32.8

33.0
3.3

5

振動方向

6

注記＊1：回転慣性重量（基礎スラブ上端）(47.46×105kN・m2)
　　＊2：回転慣性重量（基礎スラブ下端）( 5.79×105kN・m2)

K2

JFB *2

K1

JFU *1

K3,K4

K5,K6

 

図2－1(1) 側面地盤ばね考慮モデル（ＮＳ方向） 
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別紙 8-5 

PN

K2

1

2

3

4

5

6
2
2.

0
m

37.0m

27540

19420

14370

16750

29060

24900

37.0
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37.0
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41.1
7.2

51.8
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質点番号質点重量(kN)

K1

振動方向

EL 22.05

(m)

EL 16.9

EL 12.8

EL  8.8

EL  1.6

EL  0.1

JFB *2

注記＊1：回転慣性重量（基礎スラブ上端）(13.42×106kN・m2)
　　＊2：回転慣性重量（基礎スラブ下端）( 1.64×106kN・m2)

せん断断面積（m2)
断面二次モーメント（×103m4）

JFU *1

K3,K4

K5,K6

 

図2－1(2) 側面地盤ばね考慮モデル（ＥＷ方向） 
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別紙 8-6 

3. 側面地盤ばねを考慮した場合の解析結果 

側面地盤ばね考慮モデルと今回工認モデルの地震応答解析の応答値の比較結果を示す。

最大応答加速度，最大応答せん断力及び最大応答曲げモーメントを図 3－1～図 3－6に，加

速度応答スペクトルの比較を図 3－7及び図 3－8に示す。 

最大応答加速度分布については，概ね同等の結果となっている。 

最大応答せん断力分布及び最大応答曲げモーメント分布については，今回工認モデルの

結果が側面地盤ばね考慮モデルの結果を包絡している。 

各階の床面における加速度応答スペクトルについては，スペクトル形状及び応答レベル

が同等であることを確認した。 

側面地盤ばね考慮モデルの結果が今回工認モデルの結果を一部上回るものの，耐震計算

書に示す最大応答せん断ひずみは 0.60×10-3 であり評価基準値（2.0×10-3）に対して十分

な余裕があることから，耐震性への影響はないと判断する。また，床面における加速度応

答スペクトルの形状及び応答レベルが同等であることから，機器・配管系の耐震性への影

響はないと判断する。なお，基礎スラブの応力解析では，1F（EL 1.6m～EL 8.8m）の最大

応答せん断力及び最大応答曲げモーメントを用いることを考慮すると，地震応答解析にお

いて側面地盤ばねを考慮しないことは保守的な評価となる。 
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別紙 8-7 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向） 

 

表 3－1 最大応答加速度一覧（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向） 
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別紙 8-8 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 最大応答せん断力（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向） 

 

表 3－2 最大応答せん断力一覧（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向） 
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別紙 8-9 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 最大応答曲げモーメント（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向） 

 

表 3－3 最大応答曲げモーメント一覧（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向） 
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別紙 8-10 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向） 

 

表 3－4 最大応答加速度一覧（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向） 
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別紙 8-11 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－5 最大応答せん断力（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向） 

 

表 3－5 最大応答せん断力一覧（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向） 
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別紙 8-12 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 最大応答曲げモーメント（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向） 

 

表 3－6 最大応答曲げモーメント一覧（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向） 
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別紙 8-13 

  
(a) 質点 1 (b) 質点 2 

  
(c) 質点 3 (d) 質点 4，7 

 

 

(e) 質点 5  

図 3－7 加速度応答スペクトルの比較（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向） 
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別紙 8-14 

  
(a) 質点 1 (b) 質点 2 

  
(c) 質点 3 (d) 質点 4 

 

 

(e) 質点 5  

図 3－8 加速度応答スペクトルの比較（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向） 
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別紙 8-1-1 

1. 概要 

別紙 8「側面地盤ばねを考慮した地震応答解析による設計用地震力への影響について」

において，制御室建物の基礎スラブ側面の地盤ばねを考慮した地震応答解析を実施してい

る。 

本資料は，制御室建物の側面地盤の埋込み状況を確認し，建物側面の地盤ばねの適用性

について確認するものである。 

 

2. 側面地盤ばねの設定の考え方について 

2.1 建物埋込効果の考え方 

地震応答解析に当たっては，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-

1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」という。）

に示されるとおり，建物と地盤の相互作用を考慮することとしている。また，「ＪＥＡＧ

４６０１-1991 追補版」において引用先となっている「建屋埋込み効果の評価法の標準

化に関する調査報告書」(1)（以下「標準化報告書」という。）に基づくと，「埋込効果を

見込むためには，建屋は少なくとも三面が埋め込まれていることが必要である」とされ

ている。 

なお，「原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥＡＣ４６０１-2008（（社）日本電気協

会）」（以下「ＪＥＡＣ４６０１-2008」という。）の引用文献「埋め込み基礎の接触状況

が構造物の応答に与える影響について」では，建物・構築物の地下部分の大部分（3 面

または面積で 75％以上）が周辺地盤と接している場合には，全面埋め込みと同様な埋込

み効果が期待できるものとされている。 

「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」では，埋め込まれた建物の地震応答解析において，

水平方向の地震応答解析モデルに対して，基礎底面地盤ばねに加え，基礎側面水平地盤

ばねを適用することができるとされている。 

また，「標準化報告書」では，基礎側面地盤ばねは，図 2－1 に示すとおり，水平移動

成分と回転成分の合成に近似でき，基礎側面回転地盤ばねについては，Ｎｏｖａｋの側

面回転ばねで表現できるとされている。 

 

2.2 制御室建物における側面地盤ばねの設定の考え方 

制御室建物の埋込み状況を図 2－2 に示す。赤色の破線で囲まれた範囲が，側面地盤ば

ねを考慮した範囲である。赤色の破線で囲まれた範囲では，灰色で示される「制御室建

物が側面地盤（ＭＭＲ＊含む）又は隣接建物基礎スラブと接する範囲」が占める割合が

75％以上であることから，埋込み効果を期待して，制御室建物の水平方向の地震応答解

析モデルにおいては，側面地盤ばねを設定している。 

図 2－3 に制御室建物の水平方向の地震応答解析モデルを示す。赤枠で囲まれた部分が，

側面地盤ばねを表している。 

 

注記＊：マンメイドロック（人工岩盤）の略称 
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別紙 8-1-2 

 

図 2－1 埋込み効果のモデル化の概念図 

（文献(1)より引用） 
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別紙 8-1-3 
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別紙 8-1-4 

 

(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

図 2－3 制御室建物の水平方向の地震応答解析モデル 
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別紙 8-1-5 

3. 制御室建物の基礎スラブ側面地盤の埋戻し状況 

制御室建物の側面地盤の埋戻し状況を図 3－1 に示す。図 3－1 に示すとおり，埋込み効

果を期待する制御室建物が側面地盤（ＭＭＲ含む）又は隣接建物基礎スラブと接する範囲

には防水層等が介在していない。 

以上を踏まえると，制御室建物については，建物基礎スラブと側面地盤（ＭＭＲ含む）

又は隣接建物基礎スラブの間に地中上下方向せん断力が発生し，十分な拘束効果が期待で

きることから，実状を踏まえ，制御室建物の水平方向の地震応答解析モデルにおいては，

基礎側面地盤ばねを適用できると考えられる。 
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別紙 8-1-6 

 

    

注記＊1：止水板の下端はEL 0.2m 

(a) Ａ－Ａ断面             (b) Ｂ－Ｂ断面 

    

＊2：止水板の下端はEL 1.3m 

(c) Ｃ－Ｃ断面             (d) Ｄ－Ｄ断面 

 

 

図3－1 埋戻し状況を示す断面図（建設時竣工図に加筆） 

：側面地盤（ＭＭＲ含む）又は隣接建物基礎スラブと接する範囲 

1号機タービン建物 

廃棄物処理建物 

１号機廃棄物処理建物 

制御室建物 

制御室建物 
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制御室建物 タービン建物 
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ＭＭＲ コンクリート 

▽EL 100 
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別紙 8-1-7 
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